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ます。経済成長によって新興国の平

均所得が上昇し購買力が高まったた

め、食料需要も飛躍的に増加しまし

た。急成長国には中国やインドのよ

うな人口規模が大きい国も多く、これ

らの国々の需要増大が世界的な資

源・食料の需給が逼迫する背景とな

っています。なお穀物価格の上昇は、

エネルギー高を受けてバイオエタノー

ル原料としての需要が高まることによ

ってもたらされた側面もあります。

最近では、サブプライム問題によ

って投資マネーが有価証券を離れ原

油市場などに流入していることも、資

源価格高騰に拍車をかける要因とな

っています。

Q：スタグフレーションに陥る可能
性はありますか

A：米国や欧州ではエネルギーや食

料を除いた基調的なインフレ率（コ

ア・インフレ率）は比較的安定的に推

移しています。生産性上昇などによ

り労働コスト上昇が抑制されている

ことも一因です。

日本については、ガソリンや食価

Q：スタグフレーションとは何ですか
A：持続的な物価上昇（インフレーシ

ョン）と景気の停滞（スタグネーショ

ン）が同時に起こる状態を指します。

通常は景気が悪くなればインフレ率

は低下します。しかし1970年代の第

1次オイルショック時には、多くの資

源輸入国で企業がコスト高に見舞わ

れ生産を抑制した結果、景気は後退

する一方、供給が需要に先んじて減

少したため物価は上昇するというス

タグフレーションに陥りました。日本

でも74年に原油輸入価格が前年

比＋200％を超え、消費者物価は

同＋23.2％まで上昇する中、実質Ｇ

ＤＰ成長率は高度成長期以来初の

マイナスを記録しました（図表）。

スタグフレーションになると、景気

悪化とインフレ双方のリスクがあるた

めに金融政策の舵取りが難しくなり

ます。また、失業が増加する中で生

活コストが上昇するため、国民生活

は苦しくなります。

現在、サブプライム問題を契機に

米国をはじめとする先進国の景気が

減速する一方、原油や食料価格の

高騰が続いています。そのため、先

進国経済がスタグフレーションに陥

る可能性があるのではないかという

議論がなされています。

Q：なぜ世界的に資源価格が高
騰しているのですか

A：オイルショックは石油輸出国機構

（OPEC）が価格吊り上げを狙って供

給制限を行ったことが引き金となり

ましたが、今回は、需要サイドの変化

が価格高騰を引き起こしているのが

特徴です。近年新興国の成長は著

しく、資源需要は急速に増大してい

格の上昇により3月の消費者物価は

前年比＋1.2％と98年3月以来の上

昇幅となりました。しかし、エネルギ

ー・食料を除く物価上昇率は同▲

0.1％と依然として前年を下回ってい

ます。先進国では賃金上昇を通じて

全般的なインフレ率の上昇が起きる

可能性は低く、スタグフレーションに

陥る可能性はそれほど大きくないとみ

られます。

ただし、原油価格や食料品価格

がこのまま天井知らずの高騰を続け

た場合には、スタグフレーションのリ

スクも高まります。その意味で資源・

食料価格の動向が今後の世界経済

の鍵を握っているといっても過言では

ありません。7月の洞爺湖サミットで

は地球温暖化問題に加え、世界的

な食料価格の高騰が議題の一つと

なっています。どのような議論がなさ

れ、有効な対策を打ち出せるのかど

うかが注目されます。A
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●1970～80年代のインフレ率と景気循環 

（注）シャドー部分は景気後退期。 
（資料）内閣府「国民経済計算」、総務省「消費者物価指数」 
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